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１．調査した5県の概要

計 米 その他 計 田 水田率 作付面積 収穫量 コシヒカリ その他

3,206 635 103,300 50,400 49% 30,000 187,800 197万人 79.4%

11位 13位 13位 16位 36位 17位 12位 16位 ６位

1,850 627 70,500 64,500 92% 33,600 173,400 531万人 45.5%

22位 14位 18位 12位 3位 14位 15位 7位 9位

840 535 49,300 45,900 93% 29,300 157,000 140万人 37.8%

38位 17位 28位 18位 2位 18位 17位 26位 12位

1,540 377 50,000 38,000 76% 20,200 109,900 269万人 44.7%

24位 24位 27位 24位 20位 26位 25位 12位 13位

593 408 39,300 35,600 91% 23,300 124,000 73万人 50.6%

44位 21位 33位 27位 4位 23位 23位 43位 11位

出典　品種構成、人口以外は農水省統計資料、品種構成の％は（公社）米穀供給安定確保支援機構作成資料、人口は総務省統計資料

注３　農業産出額　その他のカッコ内は全国順位 　 　 　

注４　主食用米の収穫量はふるい目幅1.7㎜ベース

人口

(R7)

福井県

農業産出額（R6）

果実1036(2)

野菜1026(7)

畜産656(14)

野菜444(14)

麦類7(8)

畜産633(15)

注２　単位　…　農業産出額：億円、耕地面積・主食用米作付面積：ha、収穫量：ｔ

注１　コシヒカリの順位はコシヒカリ収穫量の順位（農水省統計資料によるR６収穫量に

　　　米穀供給安定確保支援機構資料によるコシヒカリの割合を乗じた）

品種構成(R6)

長野県

兵庫県

滋賀県

広島県

あきたこまち10.0％

風さやか6.2％

ハナエチゼン25.9％

あきさかり8.9％

キヌヒカリ19.6％

みずかがみ11.6％

ヒノヒカリ22.9％

キヌヒカリ15.2％

あきさかり16.8％

ヒノヒカリ10.3％

耕地面積(R7) 主食用米(R7)



作況

生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 ７年産 考慮事項

長野県 182,301t 29,722ha 101.7% 101.1% 97.1% 100.3% 103 ・国の基本指針、生産者の準備

兵庫県 150,000t 30,242ha 100.0% 101.0% 101.6% 102.8% 105 ・国の基本指針

滋賀県 153,000t 29,497ha 103.4% 103.4% 97.5% 100.7% 105
・国の基本指針、麦の播種の最終判

断の材料にという要望

広島県 109,957t 20,825ha 100.9% 100.9% 100.1% 103.1% 104

・国の基本指針、作況指数が出る時

期、当年産の販売状況がある程度わ

かる時期

福井県 119,919t 23,106ha 102.7% 102.7% 96.7% 99.2% 101
・国の基本指針、1月下旬のJAの営農

座談会までに集落・個人へ

国の基本指針 104.1% 95.1%

〇　７年産の目安との比較では５県とも同または増。

〇　７年産の実績に比べると生産量では増２減３、面積では増４減１。生産量では県内消費＞県内生産の県で増。

（参考）

〇　全国の状況 前年の目安との比較 前年の実績との比較

　 道府県数 増加 同 減少 増加 同

数量 ３１（３１） ３（４） ６（５） １７(３０) ０(０) ７都府県で設定なし

面積 ３５（３３） １（３） ７（７） ２３(３３) ４(２) ４都府県で設定なし

＊（　）内はR７年産の目安をR６年産から比べた道府県数

２．８年産の主食用米の生産目安について

（１）設定数値

８年産の目安 対前年　目安比 対前年　実績比

年月日

決定時期

減少

２３(１０)

１６(８)

R7.11.25

R7.12.5

R7.11.19

R7.12.9

R7.12.19



（２）県農業再生協議会の体制
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共
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生産者代表 県関係団体
公

庫

農

政

局

県

拠

点

そ

の

他

備考

長

野

県

〇 〇 〇 〇
集荷協同

組合
〇 〇 〇 〇 〇

水田農業経営者

会議、農業経営

者協会、農業士

協会

原種セン

ター、開発

公社、担い

手育成基金

〇 オブ 学識経験者

兵

庫

県

〇 〇 〇 〇

米穀集荷

販売協同

組合、米

穀事業協

同組合

〇 〇 〇 〇

稲作経営者会

議、農業法人協

会、集落営農組

織ネットワーク

協議会

農林機構 オブ

酪農農業協同組

合、消費者団体連

絡協議会、市町代

表、JA代表

名称は農業活性化協議

会。幹事会、戦略会議あ

り。

赤字は戦略会議の構成

員。

滋

賀

県

〇 〇 〇 〇

主食集荷

商業協同

組合

〇 〇 〇 〇 〇

法人協会、指導

農業士会、集落

営農代表

担い手育成

基金
〇 オブ

生産者団体代表、

流通団体代表、消

費者団体代表、学

識経験者

幹事会あり。赤字は幹事

会のみ。

広

島

県

〇 〇 〇 〇 〇
農地中間管

理機構
オブ 幹事会あり　

福

井

県

〇 〇

経

済

連

〇 〇 〇 〇 〇 〇
農林水産支

援センター
〇 オブ ２単協

２．８年産の主食用米の生産目安について



（３）策定の手順

長

野

県

４月頃～　県、中央会、全農担当レベルで打ち合わせ

７月　　考え方（方向性）を作る

９月頃　　市町村、JA参加の研修会で意見交換

10月末頃　国の指針受け案作成

11月下旬　再生協の部会（米・戦略作物部会）で決定

兵

庫

県

９月頃　市町の協議会の意向、商系の業者のニーズを調査

10月　戦略会議（県、中央会、全農、米事協、市町、JAの担当者、生産者団体）で意見交換（今年は８月に実施）

11月　戦略会議で案を作成

12月　幹事会（県、中央会、全農、米事協）で決定

滋

賀

県

7月　事務局（県、中央会、全農）が市町再生協と意見交換

９月　事務局で水田活用方針案を作成、幹事会を経て総会で決定

11月　戦略会議で案作成、幹事会から市町協議会に説明後、総会で決定

広

島

県

9月～　県、中央会、全農の担当者で打ち合わせ

10月　県担当者が実需者、市町再生協から見通し・意向聞取り

11月　幹事会で原案決定し、会長承認で決定

福

井

県

毎月　県、JA等の担当者会議で意見交換

10月　JAや主要な県内民間集荷業者へ聞き取り調査。

           地域協議会を通じて10ha以上の生産者に需要をアンケート調査。

12月　担当者会議でたたき台、補佐会（構成機関の管理職）で案を作成し、臨時総会で決定

２．８年産の主食用米の生産目安について



（４）設定の考え方

福

井

県

・国の基本指針、生産・流通・消費関係者からなる会議での意見（新設）を踏まえ決定

・横ばいとの判断で７年産生産量を作況100に換算した数値に設定（実質的に面積ベースで横ばいと設定）

・現状の面積維持が精一杯

・国の基本指針、７年産生産量、他用途・他品目生産への配慮、県内集荷業者の需要、各地域協議会の意向を考慮し決定

・量ベースで横ばいとの判断で、前年目安数量と同数値に設定（少なくともR４から数量は同数で実績は目安に届いていない）

・生産量を何とか維持したいという想い

・国の基本指針、７年産の生産実績、卸売業者の需要に加え、新たに、主食用米へ転換可能な麦の播種前契約の減少面積及び地域外流通で結び

つきのない飼料用米面積（A)を調査し判断材料に

・７年産の目安面積に（A)を加えた数量換算した数値が７年産実績とほぼ同等（量ベース）というその他の判断材料から納得感のある数字だっ

たので、そのまま目安として設定

・生産量を前年並みに維持したいという想い

・目安の面積と実績の差が大きいため、7年産の目安から設定方法を変更。

・全国の需要見通しの需要量に広島県シェア率（過去10年間の平均）を乗じた数値と、当年産の生産数量見込み（9/25）に県内実需者に対する

需要動向調査に基づき加除した数値を比較し、前者と後者のいずれか小さい数値を目安として算定（量ベース）。

・生産量を何とか維持していきたい。

・これまでは、福井県の需要量10年平均を使い、国の需給見通しにならって設定

・今回から、生産・販売の状況・見込みを十分把握した上で算定しようということで、地域協議会・JA協力の下、10ha以上の生産者にアンケー

ト調査で生産・販売の実績と見込みを、JAや他の集荷業者,卸売業者からも聞いて、需要増減の数値を算定。需要が少し増えるという数値が出

て、これを５年平均の需要に乗じて8/9年の需要量とし、期末在庫と期首在庫の差を加減して目安を算定（量ベース）

・前年の目安よりは増だが実績よりは減で少なくとも増産メッセージではなく、他用途・他品目の確保も重要。

２．８年産の主食用米の生産目安について

長
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県
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県
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広
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県



（５）地域での扱い

地域ごとの目安の設定 地域協議会から先 市町村・生産者の意識

滋

賀

県

広

島

県

福

井

県

・市町別の数値は、県の目安にH28年産の目標シェアを

乗じたもの

・集落又は生産者別に示している

所が大半。

・減反政策の頃から協力的で、目安となっ

てからも遵守する意識が強い方が多い印

象。市町も地域毎や生産者別の目安を設定

したり、説明会を開くなど遵守の意識が強

い。ただ、この1，2年は大規模な方でとら

われない方も出てきた。

・従来は、県全体の目安に市町別の生産量のシェアで割

り振り。

・今回は、県の新たなやり方（転換可能面積推計）を市

町ごとに弾いて算定

・集落別に割り振って示している

所が大半。個別農家までは割り

振っていないのでは。市町より先

には割り振らない所もある。

・市町や生産者にとって、あくまで目安。

・大規模経営体からは全体のトレンドを知

るため目安自体は必要という声を聞く。

・市町の増減意向をもとに割り振る。量で計算し面積は

県全体の単収から割り戻す。8年産に向け増加意向が

あったのは3市町。市町ごとの数値は積極的には公表せ

ず。

・市町から先へは細分化していな

いはず。

・これまで目安が実績と乖離していたこと

もあると思うが、生産者は目安をあまり意

識していないのではないか。

２．８年産の主食用米の生産目安について

・一部の大規模経営体を除き、国から配分

されていた頃と変わらない(義務的意識)

・ただし、以前から、小さい農家にとって

は目標も目安も関係ないと受け止めている

農家も存在(一筆のみの所有者など)

・地域協議会の意向を尊重

・前年目安と比べ、①現状維持意向(36)→現状維持、②

増加意向(４)→7年実績が上回っていれば超過分－1％を

加算、③減少意向(1)→7年実績が下回っていれば不足分-

1％を減算

・生産者分まで示しているのは１

協議会のみ。集落分まで示してい

るのも半数以下であり、半数は市

町村の数値どまり。

・市町では、かつての目標と異なり、あく

まで目安。生産者もあまり意識していな

い。辞めていく分のうちカバーできない分

が減っていく。大規模経営体は取引先の

ニーズ次第。

・前年比一律をベース。前年の目安を下回った市町村に

は、下回った分の一部を減じる場合がある。

・地方部を通じて市町村に提示後、市町村間（JAが実

施）で地域間調整を実施。

・地域協議会から生産者まで示さ

れる

長

野

県

兵

庫

県



３．その他　（１）主食用米増加の影響 7年産作付との比較

主食用　＋1,000ha

加工用米▲333ha

飼料用米▲170ha

麦　　　▲199ha

大豆　　▲158ha

主食用　＋1,400ha

加工用米▲104ha

飼料用米▲440ha

麦　　　▲104ha

大豆　　▲269ha

主食用　＋1,900ha

加工用米▲209ha

飼料用米▲906ha

麦　　　▲564ha

大豆　　＋ 83ha

主食用　＋100ha

加工用米▲193ha

飼料用米▲242ha

麦　　　▲ 54ha

大豆　　▲ 53ha

主食用　＋1,400ha

加工用米+294ha

飼料用米▲680ha

麦　　　▲171ha

大豆　　▲ 85ha

長

野

県

兵

庫

県

滋

賀

県

広

島

県

福

井

県

・他用途が４割減。

・他用途について、県内需要を優先したこと、価格面でMA米や備蓄米に切り替えた業者があった（大手味噌業者

等）ことで何とか凌げた。

・産業労働部が、酒と味噌について原料価格上昇分の半額補助を新たに実施

・あおりを最も受けたのは飼料用米。加工用米については産地交付金による支援があること、また、麦・大豆につい

ては実需との結びつきが強いことから、いずれも減少幅は比較的小幅にとどまった。

・山田錦以外の酒米は、多少影響を受けた。

・主食用米への切り替えは、最大でも７年産程度が上限と見込んでいる。

・契約時期との関係で、麦は７年産はそこまで減らなかったが、８年産で更にある程度は減りそう。米価が高く地主

の意向はあるが、ブロックローテーション、作業やリスク分散、先行き見通しなどで、そんなには変えられない。

・飼料用や加工用が減ったが、酒造会社は何とかしてくれと言ってくるが、それ以外はそこまでの声は聞かれない。

酒造会社についてはPR事業を組んだ。

・7年産でも主食用の作付けはわずかに増えただけ。水稲全体では減少。飼料用米や加工米からの切り替えが多かっ

た。

・酒造好適米は、団地化により産地として酒造会社と契約取引を行っているため、大きな影響なし。県商工サイドか

ら物価高騰交付金を活用して酒造会社へ県産酒米購入費用に対する一部補助を行った。

・主に麦が影響を受けた。麦は基本JA集荷・販売で実需者からは需要に応じた生産を強く求められているが、この米

価で生産者には強く言えない。畜産が少ないので飼料用米はもともと少ない。

・昨秋作付けの麦の面積が減っているので主食用が更に少し増えると見込まれる。麦を作付けせずに空いている田に

は米を作付けすると見込まれるが、米価の見通しの下でどこまで他用途に回すという判断になるか。



３．その他　（２）県産米の状況等

長

野

県

兵

庫

県

広

島

県

福

井

県

滋

賀

県

・県内流通が４割、県外へ６割

・米ベースで見ると、現状の面積維持が精いっぱい。

・長野にはコシヒカリがあっていて、水も十分あるので高温にも他県より対応できており、基本的にはコシヒカリで頑張りたい。ただ標高の低

いところでは高温障害が出ていて、にじのきらめきも徐々に増えていて収量がよく評判もいいが、種子が足りていない。県で開発中の品種もあ

り、導入していく。

・県内産は県内消費が念頭。生産量は県内需要の５割程度にとどまっている。

・但馬丹波は９割がコシヒカリ、県南や淡路はヒノヒカリ、キヌヒカリが多い。キヌヒカリに高温障害がかなり出ていて県の品種コ・ノ・ホ・

シに切り替えている途中。2,3年後にヒノヒカリの代替品種を出したい。コシヒカリの代替も県試験場で育成中。にじのきらめきもニーズはある

が種子が足りない。山田錦は高温対策の技術確立が課題。

・県産米は殆どが県内販売。

・「コシヒカリ」は高温障害等の影響もあり、少しずつ減少。一方、収量性の高い「あきさかり」が増加、奨励品種として推進している。近年

では「にじのきらめき」も増加している。「ヒノヒカリ」に一番高温障害が出ているので奨励品種の「恋の予感」などに切り替えていきたい。

現在、県の試験場ではうるち米については高温耐性の品種開発を行っていない。

・面積が多少減るのは避け難いが、多収米等で生産量を維持していきたい。

・県産米は県内販売が４割。県外の大半は関西、ついで中京。生産量が減っている分、県外向けが減少

・コシヒカリは高温障害で、かつての6割から半分弱に。ただ、福井の米どころは九頭竜川からパイプラインが引かれていて冷たい水が潤沢に使

え、高温の影響が少なく、福井県産コシヒカリを求める実需もある。ブランド米である「いちほまれ」が１割程度まで増えている。にじのきら

めきは全国的に種子確保に問題あることや福井では多収性がそこまで発揮されない。輸出用に限定していた多収性のシャインパールを一部国内

向けにも解禁したのでこちらの作付を進めている。

・自家消費10％、生産者の直接販売23％、県内集荷業者へ55％、県外集荷業者へ12％。集荷業者から先は正確には分からないが、京阪神や中京

にかなり出ている。

・コシヒカリに高温の影響は出ているが一等米比率が下がっても一定量の引き合いがあることから、代替品種をという状況には至っていない。

キヌヒカリは作りやすいので飯米中心に作付けされているが、品質低下により新たな高温耐性品種等に変えようという動きはある。みずかがみ

は高温耐性があり、販売価格もコシヒカリ同等ではあるが、環境こだわり栽培基準により生産コストが通常栽培に比べて掛かるため、生産者が

メリットを実感しにくいが生産面積は拡大の方向。



3．その他　（３）概算金

時期と水準 決定の際の考慮事項

長

野

県

兵

庫

県

滋

賀

県

広

島

県

福

井

県

・前年産の販売状況、早場地帯の価格状況、卸売業者の見通し、

他県の生産動向などを勘案。

・前年産の販売状況、市中相場、国の需給見通し、経費や事前契

約の状況、作柄、業者の動き、今年の備蓄米放出のような政府の

動き、他県の状況等を勘案

・他県では、富山のコシヒカリと同等、あるいはやや下という認

識。関東産米は業務用で競合。石川は低めに出したがる傾向あ

り、福井はJAたけふの個性が強くて、あまり参考にならない

・例年、８月に設定。７年産も同じだが、４月に最低保証価格を提示

・３月に概算で支払い、12月に最終精算。

・他県の状況を参考にしてきた。７年産は、集荷業者の提示状況

や新潟の上げ幅、早場地帯の情報など、例年以上に情報を集め

た。

・例年、８月の収穫間際に設定。7年産は５月末に最低保証価格を打ち出し

たが、単協から生産者に示されたのは６月から8月とJAによってばらつきが

出た。

・世間の情勢、消費動向、業者とのやりとり、出荷契約数量等を

もとにシミュレーションを実施して設定。

・例年、８月後半。７年産は８月上旬に決定した。
・生産コストの状況、消費者に受け入れられる水準、販売先の状

況などを考慮して決定。近隣県の状況も注視している。

・例年、８月末から９月頭。７年産は少し早めて8/19

・7年産米は概算金を示した段階で追加がありうることを明言、６年産の精

算も通常７年12月に実施するところ、５月の段階で概算で追加払いを実施

・６年産コシ16080円＋５月３千円追加

・７年産コシ28020円

・例年、収穫前の８月。去年は4月に最低保証価格を提示。

・当年の12月に仮精算、翌年12月に最終精算。

・６年産はコシヒカリ17千円に最終的に２千円追加。7年産は29千円に12月

にJA福井県で1.5千円、JAたけふで3千円追加。



３．その他　（４）系統集荷の状況

・集荷率は3割だったが、6年産、7年産は25％程度。縁故米が増えた。

・30年産から全て買取にしたが、R5からインボイス開始に伴い委託を再開、今は半々くらい。

・集荷率は5～6割あったが、6年産で５割程度、７年産は４割程度。大規模経営体が県内卸売業者向

けを増やした。

・買取は一部の銘柄だけ。インボイス特例で委託に戻った方もいる。

・JA福井県集荷分は県内含む卸売業者へ直接販売。JAたけふは全て県外卸売業者等へ直接販売。

長

野

県

兵

庫

県

滋

賀

県

広

島

県

福

井

県

・集荷率は３割程度。６年産は前年比88％だったが、７年産は前年比９８％＋αで100％には届きそ

うにない。

・委託が基本。買取は早期精算のメリットはあるが手取り確保は委託＝共計販売が有効と考える。

・集荷率は３割程度。６年産は前年比で２割減り、７年産は前年比で15％戻した。

・買取は一部。状況に応じた価格変化が反映できる委託の方が良い

・集荷率は３割程度だったが、6年産は25％、7年産は米価下落傾向の中、集荷業者が手を手を引いた

ことに加え、JAからの作付集荷提案の強化により集荷率は戻せた。

・買取は一部あり。



３．その他　（５）その他

広

島

県

福

井

県

・カントリーやライスセンターを再編・更新したいというJAの意向がある。

・８年産の米価水準によっては、９年産で大きく生産者離れがおきることを心配。

・県の施策や個々の経営判断の参考のため、国の需給見通しは必要。今回、幅をもった数値が示されたので戸惑った。（県）

・集落営農はH16 ～17に多く立ち上がったが、未だその時の方々が中心。なかなか代わりに担う人へ承継していけず、条件の良いところは

大規模経営体がやり、条件の悪いところは耕作放棄になってしまうと危惧。中山間など条件の悪いところの条件整備をしようにも地元調整

する人がいなくなってしまっている。県としても米以外のこれぞという作物をなかなか見いだせていない。（県、JA)

・JAたけふが先般、米価について生産者にアンケートを行ったが、生産者米価は2.2～2.3万円程度、必要という声が多かった。コスト指標

も出たが、需給状況でそんな価格では売れないとなるとコスト指標があってもということになる。（JA)

長

野

県

・国の需給見通しを見ると、在庫が増える方向なので価格下落に振れると受け止め（県）。価格を左右するのは在庫水準なのに適正在庫と

いう概念から生産量が算定されないのは理解しにくい（全農）

・新潟が昨年から始めた最低価格保証が事実上の価格の下支えとして機能するのではないかと認識。今年は酒米もやりたいと聞いている。

・備蓄米の買戻しがどうなるか気になる。急に言われてもフレコンがすぐには用意できなかったりで対応できないので、ある程度のスパン

でのスケジュール感や判断ポイント等を示すべき。

・供給過剰になり、今後価格がどこまで下がるか懸念している。

・JAたじまの「コウノトリ育むお米」は、既に一定の生産者が取り組んでいる。県としては、環境創造型農業を推進している。

・大規模な経営体ほど、価格の話もあるが、作業省力化への要望が強い。

・他用途・他作物の需要にもしっかり応えなければならない。平成５年の冷害の翌年に麦を大きく減らして米を増やしたが、更に翌年に麦

に戻そうとしても製粉業者に相手にされず相当に苦労した。ただし麦は生産者直販は極僅かで全農集荷が９割以上の取扱いとなっている。

兵

庫

県

滋

賀

県


